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研究成果の概要（和文）： 

グローバル化や新自由主義経済の下で進んだ労働運動の停滞を克服し、組織化しにくい労働者

を組織化・代弁するのに適した組織モデルあるいはユニオニズムであるとされるコミュニテ

ィ・ユニオニズムを日本のコミュニティ・ユニオンと韓国の地域一般労組が実践している。日

本のコミュニティ・ユニオンと韓国の地域一般労組は交渉権を持つ労組であり、この点が北ア

メリカやイギリスのコミュニティ基盤の労働団体とは異なる点である。 

 
研究成果の概要（英文）： 

New types of labor unions, community unions in Japan and regional general unions in Korea have put 

community unionism into practice. Community unionism in Japan and Korea, unlike its counterpart in 

North America and Britain, incorporates labor union functions. Despite this common feature, an 
important difference is the greater degree of labor-community coalition development in 
Korea. 
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１．研究開始当初の背景 

21 世紀の初めまで労働運動を取り巻く状況

は、労働組合の組織率の低下や交渉力の弱化、

社会的影響力の低下などが世界の多くの国

でみられる厳しい状況であった。特に、企業

別労組形態が優勢である日本、韓国において

は、新生企業の組織化の困難や非正規労働者

の組織化の遅れなどにより、組織率の低下は

顕著となってきた（日本の労働組合組織率は

2006年 18.2％、韓国の労働組合組織率は 2006
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年に 10.8％）。日本と韓国で組織率の低下は

労働組合の代表性危機をさらした。日本と韓

国の正規労働者中心の労働組合は代表性危

機を深刻に受け止め、非正規労働者の組織化

に取り組みはじめた。しかし、非正規労働者

の組織化の方向は異なる様相を見せていた。

日本の場合は、正規労働者の企業別組合がパ

ート労働者の組織化を行う一方で、地域では

非正規労働者を組織化する労働組合が業

種・職種を問わずだれでも一人でも入れる個

人加盟労働組合をつくり活動を行っていた。

韓国の場合、非正規労働者の労働組合は産別

労組に加入し、産別労組の傘下組織となって

いるケースが多かった。しかし、最近両国で、

派遣労働者や請負労働者などの非正規労働

者が自ら組織化に積極的に動き、組織化に成

功し、労働条件の向上に取り組む事例が多く

見られた。非正規労働者の組織化や連帯の動

きは、労働運動の活性化につながるものとし

て注目されていた。 

 

２．研究の目的 
研究の目的は以下の 3 つである。 

(１)労働組合の非正規労働者の組織化の取

り組みにおいて、日本と韓国で正規労働者と

非正規労働者との連帯はどのように図られ

るか。その連帯のあり方は日本と韓国にお

いて違いが見られるか。また正規労働者と

非正規労働者の統合組合の組織形態は両国

においてそれぞれ特徴が見られるか。 

(２)雇用の流動化が進んでいる日本と韓国

において、企業別労組組織の限界を越えるた

め非正規労働者の新しい連帯形態として出

現した、地域を組織化基盤とする個人加盟の

ユニオン系労組(日本)や地域一般労組(韓

国)は非正規労働者の組織化の受け皿として

定着し、非正規労働者の組織拡大に成功して

いるか。こうした新しい労働者連帯の非正

規労働運動は新しい労働運動になりうる、ま

た労働運動の復興に寄与しうるか。 

(３）どのような非正規労働者の組織化と連

帯形態が労働運動の復興に必要であるか。 

 
３．研究の方法 

2009～2011年に日本と韓国の両国で非正規

労働者の多い産業部門（製造業、金融、販売・

流通、建設、医療、公共）の労組と、日本の

ユニオン系労組、韓国の地域一般労組を対象

に非正規労働者の組織化などに関してイン

タビュー調査を実施した。分析対象は日本の

13 労組と韓国の 10 労組である。 

 
４．研究成果 

(１）日本と韓国の分析対象労組の非正規労

働者の組織化事例より、正規労働者と非正規

労働者間の連帯は以下の表のように類型化

できる。 

表 日本と韓国の分析対象労組における正

規労働者と非正規労働者の連帯の類型化 

組織

範囲 

正規と非正

規との連帯

類型 

日本 韓国 

企業 正規とあら

ゆる非正規

との連帯型 

JMIU の

NT 支部と

S 支部 

 

正規と直接

雇用連帯・間

接雇用保護

的関与の混

在型 

K 労働金庫

労組 

医療連帯

ソウル支

部 S 大病

院分会 

正規と直接

雇用非正規

との連帯型 

S 労組、I

労組、P 労

組 

E 一般労

組、N 労

組 

正規と直接

雇用非正規

との連帯・排

除の二重型 

MR 労組、

MI ユニオ

ン 

金融労組

KB 支部 



 

 

非正規のみ

の連帯型 

 

 

 

 

 正規職組

合の保護

的関与 

 金属労組

H 自動車

U 非正規

職支会 

 正規職組

合の支援 

A 市学童保

育 指 導 員

組合 

 

 正規職組

合の排除 

T 厚生連職

員組合 

 

地域 あらゆる雇

用形態の労

働者の連帯

型 

M ユニオ

ン、N ユニ

オン、ユニ

オン MI 

P 一般労

組 、 CH

地 域 労

組 、 KN

一 般 労

組、 

非正規のみ

の連帯型 

 

 

 建設プラ

ント労組

U 支部、

全国建設

労組 K 建

設支部 

 
こうした連帯の類型化により発見できた点
は以下である。 

①「企業内の正規労働者とパート労働者が一

体となったタイプ」においても、二つの連帯

類型、すなわち、「非正規労働者全員との連

帯型」と、「非正規労働者のうち長期定着層

とは連帯するが短期移動層は排除するとい

う連帯と排除の二重型」が存在することであ

る。 

②非正規のみの連帯型においても、正規職労

組が保護的関与をするタイプ、正規職労組の

排除により非正規労働者のみで組織化され

たタイプ、保護的関与まではいかないが正規

職労組が支援するタイプが存在することで

ある。 

③韓国だけではなく日本においても、間接雇

用の非正規労働者に対して「保護的関与」戦

略をとる労組が存在することである。 

④日本において、企業レベルで間接雇用の非

正規労働者を含むあらゆる雇用形態の非正

規労働者と正規労働者が連帯するケースが

あるということである。製造業で働く間接雇

用の非正規労働者（派遣労働者や社内請負労

働者）が単独労組を結成する事例については

報告があるが、間接雇用の非正規労働者の正

規職労組への直加入の事例はほとんど報告

されていなかった。 

⑤日本と韓国で地域レベルにおいては正規

労働者・非正規労働者・外国人労働者など多

様な労働者層間の連帯であるのに対し、企業

レベルにおいては特定の非正規労働者層（間

接雇用の非正規労働者、短時間勤務のパート

労働者、短期勤続のパート労働者、有期契約

労働者など）が連帯の対象から外されている。

企業レベルにおいては多様な労働者層を包

含した異質な労働者間の連帯であるとは言

い切れない。 

⑥近年の労働運動の再生議論は労働者の多

様性に基づいた連帯構築が必要であると強

調する。以上の結果は、日本と韓国で労働運

動の再生のために目指すべき連帯類型を示

唆する。 

 

(２)正規労働者と非正規労働者との連帯に

関して日本と韓国の特徴として特記すべき

点は以下である 

①日本については、正規職労組が連帯する直

接雇用非正規労働者の層を徐々に広げてい

ったこと（I 労組、P労組、MR労組、MIユニ

オン）、またユニオン・ショップ協定を結び

連帯の安定化を図っていることである（S 労

組、I労組、P労組、MR労組、MIユニオン）。

②韓国については、産業労組の地域支部レベ



 

 

ルでの正規労働者と非正規労働者との連帯

（医療連帯ソウル支部）、同業種の地域労組

との統合を重ね広い地域にわたる非正規労

働者間の連帯（プラント建設労組 U 支部、全

国建設労組 K建設支部））、あるいは個々の雇

用主を超えて請負先の非正規労働者間の連

帯（金属労組 H自動車 U非正規職支会）など、

企業別を超える労働者間の連帯が一般労組

形態以外にもみられることである。 

 

(３)グローバル化や新自由主義経済の下で

進んだ労働運動の停滞を克服し、組織化しに

くい労働者を組織化し代弁するのに適した

組織モデルあるいはユニオニズムであると

されるコミュニティ・ユニオニズムは日本の

コミュニティ・ユニオンと韓国の地域一般労

組で実践されている。日本と韓国のコミュニ

ティ・ユニオニズムの共通点と相違点、また

両国のコミュニティ・ユニオニズムと他の先

進経済におけるコミュニティ・ユニオニズム

との相違点は以下の点である。 

①日本のコミュニティ・ユニオンと韓国の地

域一般労組は、アメリカやカナダ、イギリス

のコミュニティ基盤の労働団体とは違って、

交渉権をもつ労組である。言い換えれば、日

本と韓国のコミュニティ・ユニオニズムの共

通点は労組型コミュニティ・ユニオニズムで

ある。日本のコミュニティ・ユニオンと韓国

の地域一般労組は、コミュニティ・ユニオニ

ズムの限界といわれる、交渉を通じて組合員

に経済的な利益を提供できないという問題

を抱える可能性は少ないといえる。 

②日本と韓国のコミュニティ・ユニオニズム

の相違点は、日本のコミュニティ・ユニオニ

ズムより韓国のコミュニティ・ユニオニズム

のほうがコミュニティ生活全般への関心が

相対的に高く、コミュニティ組織との連合も

より活発であるという点である。日本と韓国

における労働組合とコミュニティ組織との

連合の程度の差は日本と韓国における市民

社会の成長の差、そして労働団体と市民社会

団体との連帯運動の発展の差に起因すると

いえる。 

③労働組合とコミュニティ組織との連合の

点からみると、韓国のコミュニティ・ユニオ

ニズムのほうが、日本のコミュニティ・ユニ

オニズムより他の先進経済のコミュニテ

ィ・ユニオニズムにより近いといえる。 

④コミュニティ・ユニオニズムの事例報告が

他の先進経済に集中していることから、韓国

のコミュニティ・ユニオニズムの事例分析や

韓国と日本におけるコミュニティ・ユニオニ

ズムの比較は、コミュニティ・ユニオニズム

の多様性に関する議論に一助するといえる。 

 

(４）日本の非正規労働者の組織化事例にお

いて、正規職労働組合の委員長や執行部のリ

ーダーシップ、非正規労働者の主体性、職場

における正規労働者と非正規労働者間の連

帯・分断という三つの事柄は非正規労働者の

組織化の成功に重要な要素である。非正規労

働者の組織化事例別に三つの事柄について

特記すべき事項は以下である。 

①正規職労働組合のリーダーシップ：多くの

事例は、非正規労働者の組織化におけるリー

ダーシップは非常に重要であることを示す。

しかし、組織化事例によってそのリーダーシ

ップの中身は異なる。「正規職労働組合の直

接雇用非正規労働者の組織化」事例において、

労組執行部は経営側の理解と協力を得るこ

とを重視する。「正規職労働組合の直接雇用

非正規労働者の組織化と間接雇用非正規労

働者への保護的関与」事例において、労組執

行部は外部の労働団体を排除せずそれらの

団体と連携・協力することを重視する。「正

規職労働組合の間接雇用非正規労働者の組



 

 

織化」事例の労組執行部は派遣労働者であっ

ても労働者に対する経営側の雇い止めは認

めず断固として戦うことを重視する。 

②非正規労働者の主体性：組織化事例によっ

て非正規労働者の主体性に違いがみられる。

「非正規労働者のみの組織化」事例は非正規

労働者の主体的な立ち上がりが組合結成に

いかに重要であるかを示す。「正規職労働組

合の間接雇用非正規労働者の組織化」事例は、

労組執行部の呼びかけにより派遣労働者が

自分たちの雇用問題に主体的に取り組むよ

うになることを示す。「正規職労働組合の直

接雇用非正規労働者の組織化」事例において、

非正規労働者は組合加入に全般的に消極的

であったが、経営側の非正規労働者の組織化

への同意と協力が非正規労働者の組合加入

を後押ししたといえる。 

③職場における正規労働者と非正規労働者

との連帯・分断：正規労働者と非正規労働者

との分断は、賃金・一時金・福利厚生等の処

遇格差の形ですべての組織化事例に存在し

た。処遇における分断以外に、「正規職労働

組合の直接雇用非正規労働者の組織化」事例

ではパートタイマーに対する差別的言動・呼

称による分断がみられた。しかし、先行研究

の知見とは違って、差別的言動・呼称による

正規社員とパートタイマー間に見られた分

断、言い換えれば職場における一体感の欠如

は組織化を進める要因となった。派遣労働者

への保護的関与の事例と、派遣労働者を組織

化した事例の場合、正規労働者側に派遣労働

者を同じ労働者として考える意識や仲間意

識があり、こうした意識は労組執行部の組織

化や差別的雇用状況改善への取り組みを後

押しした。これらの事例は、先行研究を支持

する事例であるといえる。 

④三つの事柄以外に、非正規労働者の組織化

に重要な役割をするのは、労働団体の支援で

あるといえる。正規職労働組合が非正規労働

者を組織化対象から排除したため、非正規労

働者のみで組合を結成した事例において、労

働団体の組合結成支援は非正規労働者の組

合結成を成功させる重要な要素であった。 
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